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建築士会連合会 災害対策委員会 オブザーバー
浸水被害住宅の技術対策マニュアル作成 WG メンバー
一級建築士（建築士会会員）/長野県被災建築物応急危険度判定士/長野県被災宅地危険度判定士

⮚災害支援活動経験

昭和 59 年 長野県住宅部施設課勤務 長野県西部地震災害文部省被災施設査定業務担当

平成 7 年 長野県住宅部建築指導課勤務 阪神淡路大震災後の応急危険度判定制度創設担当
平成 19 年 長野県北安曇地方事務所商工建築課勤務 新潟県中越沖地震応急危険度判定業務派遣
平成 23 年 長野県建設部建築指導課勤務 長野県北部地震発災時応急危険度判定主務担当
平成 26 年 長野県建設部都市・まちづくり課勤務 長野県神城断層地震被災宅地危険度判定総括担当
令和元年 長野県建築士会勤務（事務局長） 令和元年東日本台風災害被災者相談業務従事

一般社団法人 埼玉建築士会

違反建築なくそう運動・法令説明会

浸水被害住宅の技術対応マニュアルについて

令和 5 年 10 月 20 日(金) 埼玉建産連研修センター 200 会議室

伝えたい 伝えてほしい
技術対策マニュアル作成の思いと
過去の災害⽀援活動から学ぶべきこと

公益社団法⼈⻑野県建築⼠会 湯 本 和 正

令和元年東⽇本台⾵災害などの実体験から

9/18“ぼうさいこくたい“
説明資料から
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被災者⽀援に求められる“重要“と思うこと

✔災害時に被災者⽀援体制を迅速に構築することは困難
✔組織や協定だけあっても災害時には機能しない
✔常に顔の⾒える関係を維持する仕組みづくりが重要

⮚平常時からの“顔の⾒える”関係が災害時に活かされる

⮚被災者・関係団体・⾃治体の顔の⾒える関係をつくる
✔マニュアルは「ツール」、これを活かす顔の⾒える体制づくりが必要
✔組織内外に縦横無尽の“顔の⾒える関係“をつくる
✔災害だけではなく、普段からの情報交換や⽀援・協⼒が不可⽋
✔仕組みを作りには経験者を中⼼としたキーマンが必要

それぞれの⽴場に求められる重要なこと

✔被災者、⾃治体、⽀援団体が最低限知っておくべきことがある
✔全てを知ることは不可能だが情報の存在とそのありかを知る
✔⾃治体が、常に住⺠や関係団体に情報発信することが重要
✔住⺠（被災者）が意識できる情報発信の⼯夫を

⮚災害時特有の制度や仕組みがあることを理解する

⮚⽀援には発災後から段階的なステージがある
✔応急処置から本格復旧に向けた息の⻑い⽀援が必要
✔課題やニースは常に変化し、⽀援には多様な課題や問題が⽣ずる
✔多様な被災者ニーズに対応できる専⾨家による⽀援体制が不可⽋
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✔被災者が災害時に安⼼し、期待を寄せるのは⾃治体である
✔災害時は⾃治体職員の業務は膨⼤となる
✔⼩規模⾃治体では、建築等の専⾨技術者がいない
✔⾃治体の被災者⽀援を⽀える専⾨家集団（組織）が必要

⮚被災者⽀援の“旗⼿“である⾃治体を⽀える専⾨家集団

専⾨家集団（組織）だからこそできることがある
⮚社会貢献（ボランティア）は個⼈では限界がある

⮚組織だからこそ「社会貢献」の場を提供できる
✔建築⼠、建築関係団体は、社会貢献の使命を担っている
✔建築⼠会を始め建築関係団体は⾃らの思いを実現させる場である
✔組織率の低下は災害時の被災者⽀援の充実の観点からも憂慮される

なくなることのない災害⽀援、誰のためでなく⾃分の思いを実現させ
る場として、“組織”そして“活動“に参画してほしい

✔建築⼠も個⼈で活動ができるがその範囲は限定的
✔災害時特有の技術・知識の共有、被災者アプローチなど組織だからこそ可能
✔組織のなかで個⼈の知識・技術が活かされ、また、吸収することもできる
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〇本⽇の説明に当たって押さえてほしいこと

⮚情報量が多すぎる それだけで頭がいっぱい
⮚情報リストの確認と取れる場所（ありか）を知る

・いざというときに探せばよい ・情報は変わる その都度⼊⼿したほうが効率的
⮚ただし、その情報の存在すら知らなければ 被災者⽀援の⼊り⼝には⽴てない
⮚何が必要で、その情報がどこにあるかを把握しておくことが必要

〇マニュアル活⽤に当たって

⮚復旧技術以外は被災地の地域特性、⾃治体、⽀援団体の体制などによって異なる
⮚マニュアルは、近年の⽔害対応の検証事例から取りまとめている
⮚被災者⽀援の体制等に「答え」や「セオリー」はない
⮚地域の実情に合わせ、創意⼯夫して創り出すために事例や教訓に学ぶことが近道
⮚マニュアルと本⽇の説明は、その答えを出す参考としてほしい

7

8



水害応

令和元年10月12日に日本列島に上陸した“台風19号”は、関東地方や甲信地方をはじめ、東北地方などで記録的な豪雨をもたらし、

甚大な被害を発生させました。平成30年に気象庁が定めた「台風の名称を定める基準」である浸水家屋数（10,000戸超）を超え、「令

和元年東日本台風」と命名されたこの台風は、昭和52年 9 月の沖永良部台風以来の命名となり、政府はこの台風被害に対し、「激甚災

害」、台風としては初めての「特定非常災害」、過去から2例目となる「大規模災害復興法の非常災害」を適用しました。

また、「災害救助法」適用自治体は令和元年11月1日現在で14都県の390市区町村となり、東日本大震災を超えて過去最大の適用とな
りました。

台風による豪雨で河川堤防の「決壊」が発生したのは７つの県で71河川、128か所に上り、国が管理する河川で堤防の決壊が確認され
たのは、７つの河川の12か所、都道府県が管理する河川で堤防の決壊が確認されたのは、67の河川の116か所で、このほか、河川の水が
堤防を越える「越水」などで氾濫が発生した河川も、16 都県の、延べ265河川に上りました。長野県内では信濃川水系での河川の決
壊、越水が相次ぎ、長野市内では長沼穂保で千曲川の堤防が決壊し、多くの家屋が浸水被害を受け、インフラ、交通施設にも大きな被
害が発生しました。

長野県内77市町村のうち44市町村が災害救助法、被災者生活再建支援法の適用を受け、人的被害は、令和3年9月6日（長野県災害対策
本部発表の現時点での最終集計）時点で、死亡23人（うち災害関連死18人）、重傷14人（直接6人・関連8人）、軽傷136人（直接39人・
関連97人）となっています。

長野市長沼穂保での堤防決壊箇所
⮚住家被害の概要(R3.9.3 現在) 単位：戸

⮚応急的な住宅の提供状況(R3.9.1 現在) 単位：戸

浸水した北陸新幹線車両基地 浸水した飯山市役所 1 階

⮚応急修理の状況(R3.9.1 現在)単位：件

橋脚が落下した上田市別所線 流木が流れ込んだ長沼体育館

長野県の「災害救助法」適用市町村数
77市町村中 44市町村（最終43）

最大福島県55、埼玉県48に次ぐ数

長野県の「被災者再建支援法」適用
全市町村（７７市町村）

宮城県、福島県、埼玉県、千葉県、茨城も同様

長野県の市町村数 77市町村 R5.1.1現在

北海道（179）に次ぐ市町村の多い県
3位 埼玉県（63）

Ⅱ 令和元年東日本台風災害の被害概況
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